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	＜第28条＞
携帯電話事業者への規制(フィルタリング説明等)
　
＜第29条＞
携帯店舗への勧告・公表
	・青少年が使用する携帯電話において、フィルタリングサービスを利用するよう、携帯電話事業者及び保護者に対して努力義務を定め、社会全体で青少年をインターネット上の有害情報から保護する。
・実効性を確保するため、携帯電話インターネット接続役務提供事業者が、違反していると認められる場合に勧告及び公表する。
	■携帯電話４社にフィルタリングの徹底を要請H25.7.10
　青少年のスマホ使用におけるフィルタリング利用の徹底について、保護者に周知するよう携帯４社に対し、知事と警察本部長の連名で要請

■要請後の携帯電話販売店舗への立入調査

■要請内容の適切な実施について口頭で再度要請（H25.12.、H26.7、H27.5）
　要請の履行状態について不十分な面も確認されたため、携帯３社を集めた意見交換会で、店長研修等を通して要請事項の徹底について再度要請。今後も継続して実施予定。

	■府民への条例周知
フィルタリング啓発チラシ・ティッシュの配布
○H26年度…約15万部
○H27年度…約15万部

■携帯事業者との意見交換会
○Ｈ25.12.16
○Ｈ27.5.26

■要請後の携帯電話販売店舗への立入調査
○H25年度…80店舗調査。うち、74店舗で要請内容が実施されており、１店舗は条例違反
○H26年度…100店舗調査。うち１店舗は条例違反
○H27年度…100店舗調査。うち１店舗は条例違反
	■規制対象について

■説明内容について

■フィルタリングの効果について

■規制手法について

■勧告、公表の実効性について

■他の規制手法について

	○２４年度の４１.７%は高いのか低いのか（⇒24年度はガラケーが主流でスマホは普及していなかった。ガラケーは回線自体にかけられるが、スマホは無線ＬＡＮ等にもかける必要がある。）

○フィルタリングは絶対に必要であるが、店頭での取組みやアプリには限界があり、啓発や保護者や家族での話し合いが大切。

○子ども、親同志が考えることが大切。

	＜第30条＞
携帯事業者への必要な調査
	・実効性を確保するため、携帯電話インターネット接続役務提供事業者の取組状況を必要に応じて確認する。
	■要請内容の成果測定として店頭でのフィルタリング利用状況調査を実施（H28.1予定）
　府内全ての店頭での連続した７日間の契約状況のうち、青少年利用の数とそのうちのフィルタリングを利用する件数についてアンケート調査を実施予定
	■フィルタリング利用率
○Ｈ24年度…41.7％
　その後、アンケート調査の回答の正確性が担保されていないため、中止していたが、今年度から事業者の協力により再開する。（H28.1実施）
	■立入調査の範囲について

■調査の手法について

	○店頭への立入調査は大切だが、やはり親の認識が低いのが問題。啓発をしっかりとやってほしい。

	＜第31条＞
ネット利用に関する教育及び啓発活動の推進
	・青少年を携帯電話やパソコン等のインターネット上の有害情報による被害者・加害者にしない。
	■「大阪の子どもを守るネット対策事業」の実施H26.5.1～（文科省委託事業）
　　　有識者・教委・警察・携帯会社・PTA等の関係機関による実行委員会を設置し、青少年が適切にインターネットを利用できるようフィルタリングの更なる普及促進と青少年のネット・リテラシー向上に向けて、４つの取組みを展開。
　①OSAKAスマホサミットの開催
　②スマホ・SNSのトラブルから子どもを守る指導者研修の実施
　③携帯電話ショップにおけるフィルタリング啓発ポスターの掲出とチラシの配布
　④「事業報告兼ネットトラブル回避プログラム」の作成・配付
	■「スマホ・ＳＮＳに潜む危険」動画を5,000枚作成し、青少年・保護者に注意喚起。また府内の幼・保・小・中・高に配布

■「大阪の子どもを守るネット対策事業」の実施H26.5.1～（文科省委託事業）
　①OSAKAスマホサミットの開催
　　　H27年度…12校　280人参加
　②スマホ・SNSのトラブルから子どもを守る指導者研修の実施
　　　H27年度…12団体　800人受講
　③携帯電話ショップにおけるフィルタリング啓発ポスターの掲出とチラシの配布
　　　H27年度…約700店舗、チラシ14万枚
　④「事業報告兼ネットトラブル回避プログラム」の作成・配付
　　　　　　 　H27年度…H28.3月までに3,000部作成し、府内すべての小中高、支援学校に配布
	
■教育、啓発の内容について

■教育、啓発の対象について

■事業者の協力について

■他の機関との連携について

	○研修を実施しても本当に来てほしい人が来ないので啓発の仕方を考える必要がある。

○少年犯罪発生の直接的な原因が何なのか整理する必要がある。

○事業者はフィルタリングや啓発活動は対処すべきであるが、スマホ自体が悪い又はフィルタリングさえ掛ければ問題がなくなるという短絡的な方向で議論される傾向もある。
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